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1　は　じめに

明治初期以降の近代学校教育の展「剃こ机、て、「′抑J」制定以降、初等教育

＝小学校教育と高等教育の形成は原著なものかあったか、巾等教育の展開は、

必ずしもそれにテソポを合わせたものではなかった。「学制」は大学区　中学

区　小学区を定め近代学校教育≠lj度の川尭点をなしたか、「中等教育は国家権

力の指力：」と葦釘Iiljによる制比化が比膜的おそく、。．賞学校令まで同家教育の立場か

らも■i柚的に制度化されなかった」。

「学制」では「中学ハ小学ヲ経タル生右ト。－乍通ノ学科ヲ教ユル所ナリ」とさ

れ、「判JU」に代って1879（明治12）年9月に；1，り定された「教育令」では、中

学校は「高等ナル作通学科ヲ授クル所トス」とさか、各府県にその設苗■が射■J

されている。1881（明治14）年7月に「中学校教則大綱」と「小学校通則」が

附され、より具体的に中学校は「高等ノー、聾通学料ヲ捜ク′し所二シテ、中人以上

ノ業拐二就タカ為メ、丈ノ、高等′学校二人ル小池メニ必須ノ′了・刑ヲ授クルモノ
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初期府県議会における教育費論談（奥田）

トス」とされ、中流以上の／弟のための教育と高等教育機闇への進学課程と中

学の目的を2つに分けた。またこれにより中学校は初等科4年、高等科2年の

6年借りとし、卜地の状況により、高等ヰー学科を爪かずに文科、理朴や農業、工

業、繭業等の専修科をmくことができるとした。このような法制化の進展によ

って、形態も内容も多様であった明治初期の中学校が統一整備されることにな

った。この時期の中学校の設立状況（校数および生徒数）は第1表のようであ
（4）

る。

l　　　．明治71明治10；明治12　　　　明治1′j l

…：ニ…■言上；；】莞
二37与私計
50　12，256人

点郁肘の中学詣烏暦遇は次のようである。1870（明治3）年国学、挟学、即

′＼rの3局をもつ「京都府中学」7）捕り立されたが、学制発布により「仮中学」と

改称され1873（明治6）年7月「新町校舎」新築移転により、共学、独乙学、

数学及び立生（和醗学）の4教場（学校）研立の仮中学となった。1876（明治

9）咋独乙学校は嘉都府療病院の所管となり（のち医学校となる）、仮小学は

某学、数学、託生の3科をもつ普適中等教育の機関となった。1879（明治12）

隼5月「京都中学教則井課業表」か制定され、仮中学は4年制の「京都中学」

となった。「中学教則」では、「該校ノ、．．石村専門学二人ラント欲スル老二普通′

学科ヲ教撞スノLヲ旨趣トス」（第1章）とし歴史、地理、英語、数学、物理、

化学、
Hl　－

修身学、経済学、博物学、文持学、画学、記絆法、作文などの科目を骨■r’

いた。同年独乙学校を焼して医学予科学校がおかれた。1881（明治14）年7月

発布の「中学校教則大柳」により「小学規則」を改正、初等科4年、高等科2

年に改めた。同時にこの年、中学校の経消せ地方税の支弁とし、従来、府庁属

官か兼務したのを、判［の助教諭及び監事をおき、1882（明治15）年1月はじ

めて校長を罠き、今立吐酔を任命した。

京郡における私学については、1875（明治8）年別弦の同誌、祉共学校（明1日
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初期府現議会における教育費論議（奥田）

9年6月同志社規則）があるか、明治8年創立の大桶義桝、明治14年創立の南

山義塾、愛民義塾等がある。各年『文部省年報』中の「京都府年報」により公

私各学校の教員数、生徒数などを示す第2、第3表を掲げておく。

第2裁（『文部才閲八年報』明治13年）

所　在　地　l公租　創　立＋巨学朔
教　員　　　生　徒

男l　女　　男　　女

芸羞針：慧≡…書芸鮎引写誓苦闘人十㍗7
第3袈（『文部省第十年報』明治15年「京都府年報」）

竺車座牒l唾哩迦魂鮎讐」室軍）
京都府　上京区下l明治

（注）上表には、同志社や「放科義迅」（南桑田椚）などがのせられていない。

以上のような明治初期の中学校制度の展榊とともに、同期の地方教育財政制

度の変遷状況をもあらかじめみておきたい。

1871（明治4）年廃藩棚県、「県治条例」の公布により府県71，lJ度の整備か図

られ、1873（明治6）年の「府現金穀lH納㈲f■」、1875（明治8）牛の「肘県

税把途槻口」により府現の予算制度と地力財政の確諒加㍍十られた。1873（明治

6）年の「地租改正条例」の公布こより、国税の根幹としての地租が確立さ

れ、「府県限り取立税金」を土地限りの道路・橋梁の修理、小学毀用、避卒人

用などの地方出にあてることにされた。1874（明洋†7）勺一二九は「賦金」と改

称され、雑税の整理により国税と府県税の分化かすすを、国税は地租を根幹と

しで閉業税・間接椚粥税よりなり、府県税は民輿を‾1‾たる収入とし、ほか賦金・
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初朋府県議会における教育費論議（奥「旧

靴税よりなり、区町村費は民費によるという収入体系かできあがった。

1878（明治11）午7月の＝新法一郎区町村編成法、府県会規肌地力税規則

の公称により、「従前肘据税及民典／名ヲ以テ徴収セル府県費、区費ヲ改

ノーだ二地方税トノ」同時に「地方税ヲ以テ支弁スべキ窒帥」として、警禦班、

「府県立学校及小や校補助氾」「病院及赦育所謂明」など12曲目が定められた。

各町村版および区限の入費は協議費をあて、地方税をもって支弁すべからすと

された。この改榊は徴収権の強化と税源の確保をはかり、収支運常々はとんと

」捏〕附加11い県令の剋蛍にゆだねることになった。

府県会規則はこれまで地方尺会として肘知ホ・児令によって各地服用杭没され

た府県会に　ノ定の準拠を与えたものてあも。毎郡区5人以下を選出、被選挙資

桁は雄一旨25才以ヒの本新亨をもち、fJf・53年以＿日計住、地租10円以（二、任期4年、2

年ごと半数政敵府児会の権限は地力税すなわち附県税をもって支弁すべき経

糟の千第およびその徴収方法を議定するにある。議霊の発案権は府知事・県令

が握り、議決■Jl項も府知1Jl・県令の認可をまってはじめて施行される。肘県会

は地方税をもって支介すへき律Hについては腔Ht二1体の削除は行えないか、予

算術の増減、事業‾甘緒の可否、伸縮および存廃を議決しうる。また府県会はそ

の議決を府知部・県令に議会の意見としてト申するに止まらず、議会の議決と

してその施行を要請しうるし府知］い県令の意見をもってこれを改変できな

い。ただ府知部・ガ，t令が議決を認可すべからすと思慮する場合は、その功「【1を

内捌帥こ其状してその指揮を請いうる。「府県会は地方税予節に関して不完全

ながらも、議決機関としての作用を営んだのである」。

府県会規則による京都府会は、明治12イ13月30日間会した。議n定数は毎郡

区5人以下と定めて選出議員55人、内京都苗（区部）は10人であったが、明治

14年郡区部会規則かつくられた時、区郡選旧議員数がほぼ同数となった。明治

14年度は区部（京都市）44（上京20、下京24）、郡部46、計90が定数であった。

この小文では以上のような政村の教育制度や地方行財政の整備が進行するな

かで、明治14、15年、京都府会でのとくに地方税支弁の教育椚予節審議におい

て、どのように問題をとりあげ教育論が諭試されたか、その実際と性格を明ら

かにしたいと思う。とりわけこの時期はl］由民権運動か発展したか、それと肘
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初期府県議会における教育費諏訪（奥田）

会教育椚論議がどのようにかかわったかを検．．寸したい。

2　明治13年の医学校費論議

明治13午5月開会の京都府会では、翌明治14年に元老院議官として転出する

まで、10年牒］に亘って在任した県木J正【自二知事と西川義延、伊東篠夫らの民権派

議員らとするどく対決した。とくに5月22日の知邪の「地方税追徴イIJ述」をめ

く、って「いかなる場合にも議決を経ない地方税の追徴は違法である」として徹

底的に対決した。そしてついに府側の布達撤回を実現したか、この府会の闘争

は府下尺椎運動の急速な屁皿を促す契機をつくった。明治13、14年の府会議案

ノ蕃議ては、警察靴などの大幅削減、使途不明項目の明確化、土木門勧業酌の拡

大要求などが手張された。明治14年もまた地方税不足補充法をめくる問題で知

小と議会は対韮したか、府会州郡の対立一蘭＃郡を中心とする南山城諸郡の議

員と丹波南桑田郡選出議員との対正　一もあらわれ、知‾・甚対議会という構図が変
（】2）

化してくる。

明治13年の府会は上記のように、地方税追徴布達問題で激動したが、教育招

審議では、次のような状況がみられた。13年度は地方税支弁は医学校費（府立

学校門中の医やサ科学校．請班）であった。第3次会での修正案（6，566円一内訳

講草生徒寮F膵所等建築糟1，500円、教官10人分給料3，960円、修繕粥70円、門

節機礪群400円他－）をめくって、翌14、15年度にはもっと強く主張された原

索説が出されている。そのいくつかをもてみよう。「元来予科医学ノ如キノ＼仝

ク焼栗二付シ度キ椚神ナレトモ」規にlメ相生かいるので学生卒業までは地方税

で支弁する（73番伊東條夫）。「今l」医学牛徒二間スル洪用ヲ地方税デ支弁スル

理由之ナク、‥　二十番ハ此ノ学校／、是非有用ナルト述プレトモ、進テ人民不

刷独正ノ気力ヲ有セノ、斯クノ如キ医学校／、不用ナリ。唯本員ハ貧民ヨリ課金シ

タル地方税ヲ以テ支弁スルヲむフノLノミナリ」（47番西川義延）。採決ては2つ

の修正案も廃棄説（禁成13）も原（修正）ノ案のいずれも否決され修正委員を

1即日ノて再度修正案を作成することになった。また3，300円の外国人教師ルート

ルレーてノの給料審議では56才一の節成で廃棄しているか、30番田辺†．日英の「此

荘重ナル地方税ヲ以テ支ガスへキモノヲ府知事力専断シ会議二付セスソテ締約
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ンタル理由ヲ府庁二伺ヒタシ」と門間しているが、議会にはからず成約したこ

とに反対した解任であった。地方税追徴布達事件をめくる知事と議会との対決

が当然こうした発言に関係していると思われるカ＼7月1日に修正原案は33名

の牲成で可決された。

97番目木見馬は「医学ハn■勾ホ間接二於テモ社会二益スル所二7ルナリ。然′し

二今櫻々タル金員ヲ減スル為二数年過析シ所ノ事業ヲ半途ニ／テ廃スル　トヒ

‥目前些少ノ金翫ヲ滅スル′利こ惑溺ン遠大ノ利ヲ椚亡ス／し。・・大二

開明進路ノ隙椚ヲナスニ至レリ。本員ノ、飽マテ原案こ節成ス」とのへている。

33番吉井省三は「本月ノ、飽迄廃案セント要ス。縦令選良ノ医師ヲ養成シ得ルモ

必ス帰灘lレテ田舎二止り医業ヲ蕾ムナク他国二移住ン其田舎ノ病者ヲ医ン其病

者ヲ救フ等1姓夕砂カルへシ。然ラ／、椰々タル京都ノ地方税ヲ以テ全国ノ左ヲ補

助スル二等ノ。應ヨリ是等ノ如キ項［い、全廃ノテ可ナリ」とした。

上記のような13年府会での医学校費論議では、地方税支弁に反対する論議は

必ずしも明確でない。地方（郡部）に属任して医師とし働く保障のないものを

地方税で養成する必要はない、府民にとって布用でないという実利主義からの

k対論や、知事の人碑耳決への批判から外国人教師給与削除などÅられるか、

原案矧友の山本党馬の所論の方が妥当である。これら全体を医学教育論として

整理するのはむずかしい。

3　明治14年の教育費論議

明治14年度からは、医学校出のほか中学校理、帥他学校控もすへて地プJ税と

プ「とされ、教育型名項について様々の議論が行われた。府会に「卜附」された

教育押予封ま次および次々ページのようである。

（1）師範学校賓及附属小学校費

明治8年2月仮中学内に小学を設け、翌9咋5月に師範学校として別設さ

れ、この14年度から地方税支弁となった。箸こ誠では砦現生に関すること、教員

人数、小便人数の減員修正案か出されたかいずれも否決、校舎修繕抑ま泄桁佗

正されたが、6月3日には全体として可決された。次にみる中学校班、医学校

班のような焼棄説が全然ないのは、協議押こよる区町村小学校は地道性をもっ
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．0府甲第6号議案 教育費之内師範学校並附属小学校新設費

○府甲第6弓認案　教教育門ノ円中学校門

l月5，316円

483円70鋲

50円

977円50銭

区　ノ　分　　2，680円05銭4厘

郡／分　1，688円87銭5厘

収入金　　2，549円27銭5屈

語蒜賃料1，1卵01銭（苧羞讐姦禦・f発語）
俸給

給与

旅㌍

外国人講釈

l l霊12銭5度　霊芝賞与金　　　　　　．

7円20銭　　吐徒試験費　　　　　　　　　　l

470ll168銭摘　常軌　　　　　　　　　　」

ているか、民衆l′†身のための教育として承認されており、そのための教員養成

学校群として府会てうけとめられたからであろう。翌15年度ても師範学校椚は

はとんと議論なく可決されている。

（2）中学校費

中学校門では焼栗説、維持説か対立した。中村栄助（下京）、吉プ」省三（上

京）らを巾心に焼栗説が1一張されたが、■ll村はt「抑之ヲ焼棄二七ソト欲スル

ー111－
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○府甲第6号議案　教育費ノ内医学校費

金　5，9301115銭 区ノ分1，5901リ65銭2ノ堕

郡／分　4，009円49銭8厘

収入金　　330lTJ

l内4費鉄筆差抑金
！　　　673円　　　　校門

巳　　　　　177円25銭　　　営拝賀

モノノ、、本年度ノ、地方税ノ金統余程多徹二及ヒ、突二地方税ノ財政困難卜云フ

ヘヤ場合ニシテ」他の鵡川についても減少したい、（㌢中学校は明治3年いらい

あるが成果が少ない、④1ヶ所位ては教育は行き届かない、都区に中学校を建

てよ、㊥綴喜郡には私立学校があり、また同志祉英語7・校がある、中・、㌢のみを

地力税をもって補助するのは他校に対して不公平である、せ・一般地方税を猥や

し永続させるには、尊門ザ枚を建てよ∴や警察典は塊ILLえぬ、「教育ナルモ

ノノ、改良ニコリ、改良ノ、教師二7リム　忙獄型と庁舎修純矧ま本年より地方税

負担となった「卜民二於テ随分1リ7ン訳ナリ。行政上ニ於テ差支ナキモノヲ廃シ

テ地方税ヲ減スルトキノ、府卜・般満足ス′しナリ」と主張した。

維持説を主張したのは浜岡光都（トノit）、「日中源太郎（下京）らであった。

0叶守：校の成果は創始の鴫にくらべると余程進歩している。特に14年度より事

務と教育を分けて大いに改善される。これまで「官靴」で維持したので府庁屁

竹が教員を兼ねるという弊かあったか、地方税支弁になれは邪務と教員が分離

され　教育の改良か可能となる（浜岡）。①巾村議員の主張のように各都区で

「人民中銘々二興スコトニ立至ラバ」地方税を出す必要はないが、私利の現況

から視れば私塾は設備も票■く成果は湖しえない。㊤この中学がなければ小学卒

業の子弟の教育の方法がない。了亘維持の恒久的方法として地方税による必要が

ある、「此儀ニノテ地方税こヨラザレバ教育ノ弊」がおこる。一時の姑息論で

i細の「教育場処」を焼するのほ、人民に対して「失敬」である。「是迄ノ如

ク甘吏ノ余暇ヲ以テ数ユル如キ婁ニテノ、」教育は振起しない、故に本年より
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初期府頻議会における教育費論議（奥田）

「官吏ノ助ヲ借ラズ地方税ヲ以テ十分ナル中学ヲ興ンタシ」（浜岡）などが論

拠であった。

廃棄説の中心は、地方税の負担過大ということてあった。浜岡光背は地プJ税

支弁費目16項目のうちに教育費が田かれているゆえ、是非中学校費をその中に

入れよと主張したか、「実二人民ノ堪フル所二非ス」（2番中村栄助）とし、地

力税支弁不可ならば従来のように「官費」と寄附金により維持するという府庁

の答弁があるから、「Jl今ハ物価騰貴ノ折柄二付、人民ノ難渋スル場合モ同好1

セサルヲ待ズ・…　忽チ地方税中二テ六千余円ヲ脾ム三井ナレハ是非廃案ニンタ

ゾ」（54番台Jl省二）、「本年ノ＼地方税多衝二及ヒ、従来二卜万′顎ガ四十万二

モ上リタルコトニ付、維持ノ立ツへキノ、延ンタキナリ」（21番古川吉兵衛）な

どの見解かみられた。

以上の討論のあと、5月10［1中村栄助の廃棄説は節成23人で否決、二次会l描

くへしが27人で可決された。6月3日の二次会では、俸給減循修正案（5，796円

を5，316円に）も原案もともに否決、りり要費、生徒給班（給餌は貧なるための学

資でなく、小学中の優秀なものへの給賢となっている。砦犯に改め地方税より出

したいと浜帆が主眼）その他各項トⅠが審議されたが、各項rJとも矧友反対か入

り乱れた。当初から原案支持を‾l張していた浜岡光柵は　一転して廃棄賛成をと

なえた。浜岡は「本員ノ＼一一次会、二次会二於テハ真正／rl‾－サクラ／メ／卜欲シ

衆議ヲ排シテ原案ヲ維持シタレトそ、満場減船、焼栗ノミニノテ改正二光東リ

シ。…‥地方税ヲ受ル以＿レ、充分二改正ノ可ノト思ヒノモ揃リノ如クナリテノ、

最Jl■カノ及プ庸二非ス、コツテ全焼シグノ」、焼棄した方か「別ノ面白キ方法

モタツ」とのへた。中ヴ枚が地力税を受けたため、かえっておかしな物となる

のは不本意、むしろ全廃したい（11番前川三郎助（卜京））。維持説主張の8

番田中源太郎（卜京）も、これまでの甘潤で、巡杢・l訂．銀・庁舎県等を滅徹す

るのと同一祝し、「発言者■11－▲云モ教育′イ」益ナノLコト二論及セシヲ見ス。其

教育ノ点こ悲ナキJlヲ知ルヘン。然ルヲ反省ノ念慮ナグシテ」‾三次会閃く意

味なしとして、一転廃案を羊服した。6月8口こ‾三次会開くへからすか35人の賛

成でnJ決され中学校糟の焼案がきまった。6月15円の府会で再議が鎚案さされ

邪持・月己棄両説が繰返された。地方税支弁による改良は党来ない、与介せぬ方
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初期肘英議会における教育費論議（奥田）

がよい（吉井）、「本員ノ梢榊／、一学校二止マラスンテ其数ヲ姫シタン。且ツ私

立ニスレ／、幾分力経洪ヲ滅スルナリ。再三変説スルキ其ノ塊スへキ理ノ勝ルア

ノしヲ以テナリ」と私立学校にして補助するとする焼索説（中村）ものべられた

か、採決の結果、廃棄蝕成16人で否決、原案狂成35で可決され中学校地方税維

特派が勝った。この時の醐寸七三即（湧桑）の維持禦成論はつぎのようてあ

る。「教育椚ヲ以テ急汗スルカ、警察把ヲ以テ急】スルカトノ串ナリ。……全

休警祭四二地方税ヲ多分錯スハ到底教育ノ至ラザル故ナリ。然レノ、教育ハ不急

ト調フ訴ニ／、出来サルナリ。　‥中学校雄ノ、地方税十六項日中ノ教育把ニシテ

地方税ニテ当サニ負担スへキナリ。二、三年ヲ経テ改良スルヲ待テ、後二地方

税ニテ維持セント云ハル′し／、本員／取ラサル所ナリ。又是迄通り官招ヲ以テ維

持スルトヒハ、当年ヤ明年ノ、別二維持ヲ為シ兼ネルト云フニ非レトモ、到底其

資本金ヲ蟄用ン維持者モナキ伸二至テ、地方税ニテ継続スルト云フ骨一番（注、

71■‘川吉兵湘J（船引））ノ説ノ、甚不親切ナリ。国産ノ不繁殖、人智ノ不開化モ皆

教育ノ治ネク至ラザルニコル。依テ飽迄モ地方税ニテ継続シ改良ヲ欲スルナ

り」。

こうして明治14年度は庚東説ほしりぞけら九て、地方税で中学校を維持する

ことになった。すでに紹介したように、13年府会は地方税追徴問題で、14年度

も地方税不足補充法をめく、・る問題で附加」iと議会は激しく対立した。地方税吏

湖の軽減を府会は追及したが、そのため予算各項目の滅紆修正が計られた。教

育椚＝中学校把も⊥要には、その観点から論じられているが、教育論の観点か

らは次のように盤理しうるとおもう。

周知のように、この時期展開したl上川1民権運動は政治教育と白己学習運動を

合み、新しい公教育構想、とりわけ中等教育構想せはらんでいたことはよく知

らかているところである。その場合、民権派による学塾の発展と県立中学校廃

止要求が結ひついた高知県や隠FJ県の例があるが、なお広く自己学習運動と公

教育（中等教育）構憩との連関を明らかにすべきだとされている。

京都府会の論議では、要約すると、京都府中学校は「官」の中学であり、

「甘」の取り上げる地方税支弁の「官」の学校を廃棄して、民間私立学校を発

屁させるへきだ、が焼棄説の中心であった。これに対し維持説は、府会で審誠
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初期府県．儀会における教育費論議（奥凹）

権を有する地方税によって充実した中学校にしうるとした。また府下「人智開

進」して私立学校をつくりうるとする考えと、現実の私立学校の財政維持の困

雄をみる考えとも対立した。前述したが、明治8年創立の同志社、天橋義塾、

明治12年関学の烈科詭桝があり、この明治14年には面目儀燕、変民義塾の創立

をみた。天情義燕、南l低利ま尺柾派によるものであることはいうまでもな

い。また周知のように頂村l［l瞭如串は地方廿の教育への相沢を馴ヒする教育令

改正を建白したか（明治13キ2」1）、後任北垣国道知功鴇地方官として教育に

熱心であった。地プ川■の「教育熱心」と民柿派議員を中心とする府会が、地方

税屯課反対が根底にあるか、教育の自主［川」をめくって対立したといえる。中

学校把維持・焼栗説は半期治15年度も一・Jd激烈に対立する。

（3）医学校費

医学校門でも原案（地方税支弁）をめくって、賛否かはげしく論じられた。

地方税支弁となった昨13作の府会での焼栗こ．論を引き継いでいるが、「郡村ノ人

艮」は医学杖の胤恵を受けることは少ない、現に私立の医一’ア■校もあり充分だと

した。それに対し、「私桝医学校」は設備不充分であるし、もし焼究すれば後

継者なく維持方法がないとの反論かあり、廃棄説賛成22人、原案賛成27人で二

次会上程か可決された。6月8日の二次会では、正則′了■校では予科本科8年の

修・7年限は長く実働こあわない、5年の変則学校に改編住持するとした常持委

鉦昔見Hが42孝一全員の災成て可決された。決議理由間中il手がrr城され6月27日

の府会で決定した。開申告は「今ヤ地力税ノね牛レ多糾い上り、人艮′疾苫堰へ

雌キノ今日ニ際ノ封～川ヲ節シテ辿成ヲ敦スノ、揖モ祝時′こ■、務ナり卜い。忠セリ。

尤レ大イニ本案ヲ変更イr宴即－ヒ／所以ノ要仔けり」とのべている。

4　明治15年の教育費論議

明治15年は前年一以上にはけLU焼栗説、維持説か対立した。掛このべるよう

に、二の府会ては北桓知車の尊断への批判が特徴的である。経過の概略をまず

小す。4月6日開会、5月5円教育糟中、中学校粥および医′’デ二校型の全焼を議

決したが、5月24R知事は認可せず再議を指令した。しかし府会は5月27口医

一、羊絞出、5月31日中学校四を何度否決し、両校の全焼を再確定した。これに対
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榔胡府県議会における教育費論議（奥甘）

し府は号外議案（・い学校維持法）を‾F朋、6月14口知事は府会に臨み医学校否

決は認可できない・府児会規則により内務胸の裁定を求めた旨をのべた。こう

して15年度中学校紬は地方税でなく、東西両本即戸からの寄附金および資本金

利子と授業料で維持することになった。医′、芋佼把は9月に入F）内捌2月の8，092

円59銭の地方税支弁で維持すへしとの裁定を9月9［1の臨時府会で承認する結

果となった。

4月6日～6月14日間の審議経過を師範学校費、中学校班、医学椚出に分け

互可‾義元学扁‾丁‾‾丁首肯‾壷‾「‾　医学校批
46暦霊賢くこと■諾霊芝宝器露呈㌘批≡

l本項削除肇成16で否決。

l滅統修正賛成37で可決。

千　　　l二次会、掴入線軋校軋

i　贋書芸…塞芸≡可
10巳　‾丁‾」‾‾‾】‾

」
11

1㌻‾三森面†l
原案二次会修正l

どおり可決し＿l

l：j：　　　　「三ぬ－夜話可決。

俸給費一削除か原案で、

医学校存廃論対立。

廃棄説21で否決。

修正説34で可決。

主次会、
聞くへからず22で軒決。

開くへし31で可決。

三次会（俸給以下）、

建議（全掩）採用スべカ
ラズ24、建日義ぐ全焼）採

用スべシ27で可決。

医学校補助矧こついての

建．。義否決。

医学校費再議建議【39で

可決（一朝蘇生）。



初別府風議会における教育費餉議（奥田）

月　日　師範学校理I rl■　学　校　費　l　　医　学　校　理

中学校費再議－（再議して　　医学校費再議一次会、

今廃したし）の建議、　　　　全廃案4（）で可決一一廃案と

採用すべからず24、　　　　なる。

「J学校別掲議要求組議、㌍　　医学校凹再議要求建議

成者なしで消滅。　　　　一賛成者なしで消滅。

申・芋校を区部で維持する建；
議、45で不採用も■モ定。

委員付託の巾学校廃案埋崩

こト33名で原案可決。

申学校費再議（知¶相加こ
より）一次会。

l真部で純絹の建議一採用す
べからず42で可決。

＿、

くへし30で可決。

謂諾芸諾芸竺漂芸。l
俸給費一削除説賛成4で消　巳

戒、惨11二案45で可決。：

甘倭科賢を湖除して修正案；
36で可決0；

両明海東森三議会、l‾頂亭校癒戻壷古瓦毎五「
開くへからず3絹で叫決ol原案のまま㌍成（42）で原案

；決定。

小学校門修正案三次会閃く：

認諾器警票）竺漂；
全開否を改めて〇、1議するこ

とを可決（41名）。

三次会閃くべからずを吋決．

（28）o l

（詑㌘刊憫胱購）i
■三号警警這諾雲㌍票墨冨；

現匪案決定。
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初期府県議会における教育費論議（奥田）

月　日l　断絶学校費　　　　小　学　校　費　　l　　医　学　校　費

皆
済

廃案後の中学校維持法につ
いての修正建議を否決、二

次会決議（廃案）を再度確
認（45名）。

中学校費の区部貴で支弁す
べき旨の建議、採用すべか

らず13名、過半数により不

採用決定。

知事医学校批府会決議を

認可せず、主務省の裁定
をまつ旨の告示発云。

〔1〕師範学校費

師範学校徴5，318円余（区ノ分1，514円余、郡ノ分3，804円余）内俸給3，120

円、給与349円余、旅群85円余、校賢1，139円余、生徒門33円、常経費464円余、

附心朗＼学校椚127円。審議では附属小学校班削除が糾された。提出の浜岡先哲

は「学校ノ功用ノ、教員非人ヲ得ルニ7ラずレノ、之ヲ全カランムルコト能ノ、ス。

依テ本員ハ牢口閃属佼ヲ焼スルモ、俸給ノ項ニノ、三百円ヲ増加シ、以テ教員ソ

ノ人ヲ得ソト欲スルナリ」と主張し、廃止後は近傍の小学校に委任するが、酢

稲学校教員の充実がより兎要という立場を強調している。松本金兵組（下京）

は「師範学校ノ効用ヲ㌍明ナラシムルト否トノ、、r一・二教授ノ良否ニヨリ、教授

′良否ハ叉教員其人ヲ得ルト否トニIllラスソハアラス。而シテ教員其人ヲ得ル

こノ、俸給ヲ裕カナランメサルへカラス。放二本貝ノ、三十二番ノ俸給ノ項二三百

円ヲ増サントスルノ説二同意スルナリ」とのへている。教育の成果は教員俸給

の良否にかかわるという論法である。

削除説は賛成26名で少数否決、俸給増街案も22名賛成で否決となった。その

他項［1の若丁の修正可決によって、師範学校費は原案に近い額で可決された。

前年と同じく15年も中学校肌のごとき焼棄説が出されないのは、学制いらい町

村協議把による学校建常が膚接人民の教育にかかわり就学率の上昇などで、小

学校教育が民衆の中に次第に定着していき、そしてそれに間接かかわる教師養

成学校であったためてある。
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初期府邦識会における教育費論議（奥田）

（2）中学校費一工

2カ月以上に亘って前年以上に座乗・維持の両説が激烈に闘わされた。伊兼

値夫（綴喜）を中心とする廃棄論の内容をみてみよう。

「全体地力税ヲ以テ中学校杯ヲ緋柑スル／、父兄パ、膵経度こアリテJ弟／教育スルノJu

ソ知ラ‾りごルトキニ限ルへキナル二、今ヤ既二父兄ノ知識人イニ進歩ノテ子弟ノ教育セサル

ベカラサルヲ知′Lノ状二牽リテ、依然や′芋校等ノ維持ヲ地ノブ税二仰カントスルハ本日ノ．LL

タ心一決ントセザル所う　り。殊二小芋二人ルキノノ如キハ多クハ小判1上ノ資産＝ノ所持ス

ノL Hノ子弟ナレ／、、之㌢公立ノ出川二仰カサノしモ決ノテ非従てス几二差友へナキヲィ．「ス′し

ナリ。月当地二ハ「」］志封ナル私立学校ノ堂々確証スノし7しハ，中学科ヲ学フ等ノ郡二就7‾

ハ大二其便ヲ得ルナリ。・然ル二足ヲ思慮七スシテ尚中学校ノ維持ヲ地方税二仰グトキ

ハ斯／加ク純全タル私立学ノ妨害ヲナノ、到底私、■′学′際兢ヲ見′し胴巨′、サラン。丑本n

ノ本項削除論ヲ発スル所以ナリ」（伊東）。

「今「レ京都肘民一一ノテ〔引用新注、中学校灘胤猪）人ナント七ノ十。木い如ク耶中

二侶稲スル者卜錐モ之ヲ継続スルスニハ意ナ／トセス。況ノヤ附卜肘lスノLノ人二於テヲ

ヤ」（伊東）。

「皿クノ如キ粥用ヲ永ク他力税二仰カハ、益々．ノ＼艮進取ノ長塩ソ傷ケ大∴俳1進ノ途ヲ姐

クへノ。一丁番等（引用苫注、浜牒】光哲）／、口二【’川1教育ヲ説キナカラ、杓中学校ノ空1i用

ソ地方税二仰カサル‾J得でト1ルハ実二白家超羞ノ論卜パフへノ」（伊東）。

「反対論者ハ本員ノ脱ヲ駁スルニー我京都二存在スル私立学校ノ不完全ニノテ其振ハ世ル

＝り1テセシモ、末夕之ヲ／テ摘ク素敵振／、‾lfラシノタ′レ原山ヲ究メリソし迂1m卑近ノ論卜云

7ベ／㌧訂17狼京ノ慶応義弘ノ如キ同人封ノ如キ盛大ナルヲ見ヨ。被が苧ハ皆目浮iノ椚神ヲ

発揮センメシニ臓山スルナリ。・・憲因循軋払以テ何畔迄モ地方税ノ支弁ヲ仰タカ如＝1一橋

安フナサンヤ」（伊東）。

以上の廃棄論では叫父兄の知識か上昇し教育の必要性を認識している今R、

地方税で中学を維持する必要はない、（釘巾流附級は子弟の教育をH力でなしう

る、・耳京郡には同志社のごとき私立学校かある、・、4中学を地方税で維持するこ

とは私立学校への妨害をなす、しむ地方税で維持することは人民進取の気象を阻

告する、せ焼栗後の艮間継続者はないはずはない、なとか　一次会での論点であ

った。伊東博夫は西川義延らと共に綴喜郡遇州の民椎派議員として捕劫した。

この時期民権派には軸制政抑こよる1一からの教育統仙こ反対して、徹底した民

でによる内容の拘束されない「川】な教育を‾1張する「「川l教育論」の主張かあ

った。伊東らの手張はそれに連なっている。

l発粟論に対して浜岡光哲らの維持説は次のようてあ一）た。
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初期府脂．議会における教育費諭譲（奥ILlJ

「来ク人艮知識ノ進度？知－ノサルけ購い目論トこて／、→HL・カラス。ノウ7本1レ＼†一弘打育つ

r献フテ日由教吊り禦岬】スルモノ▼一ントキ、今日ニ在やハ之ヲ廃ス′レノト■い1千ント云ハサル

ヲ‖ス」（浜岡）。

「（昨年は鹿‘奈を主張したか、木咋維持説を主張するのは）∬規則ノ大二一改良ノテItリ

移利ノ設アリン′二・ヨノLナリ。此宮腰凧ノ如キハ我京都昭二須テ㌧最モイ√用ノモノニノナ、

邦教育　八一二椚益7ルハ㌫シ諸欄′佗ク知ル所ナ′二／」日刊髄助）。

「末ダ中学ヲ継続維持スノL君アノLヲ見ザノしコり、今ニシナ地方税′支弁ヲ酢カノ、【】封柁ハ

向一陣ぽ1ソテ　ーロ有余′′L一徒ハ将－rJ川向二迷／、ソトぺ′Lノ喫）′レフ臆リノヲ以テナリて」

依テ今二七も志者ノ紺l†ノテγl栗ノ中′㌢ニ劣ラザノLノ′7校三ノ‖据スルアジハ邑二好ノブ封、

門川フ地方税二仰ク和之ナーり一／ヤ。㍍■「ノ見三7方今肘下二存在スルノ私」rL・手段ハJ〔数几ノ八

十余了′Lモ炎純全タルモノニシテ耗＝痛打ヲ托スノL二足ノレこキtノ県ノテ矧．′lカ7ノー。之＝ノ

l」トハ其末ダ廃スべカラザ′して知ルり黒壁シソカ」（†別「．1）。

「（京都と東京とはト1j視てきぬ。・J上京には共ィ、J軸ノ景況二拾サ1、中1㌢’佼ヲ焼スノり損諜

二既二盗人ヲ致タセノナリ。㍊公正学校ノ庵シテ始メテ基隆盛ヲ促カセシモ／ナ二7ノー、′J

全休中学校ノ洪用ヲ地方税二伸キノハ、昨　川年度ヲ以テ姑ノト七ノ1ノ二シナ、」1、

以前ハrHむノ内野．■我ノ如キ有桜ナリノニヨU、日ラ邦功憶ノ甜ハレサリ／王道到】ナン　ト七

八枚ハ大二其飢餓改良七／ヲ以テ、従来ノ附†ト、1ゝク除JrJL′／ナラン。是トテ∵－∵ク
、【′年余リノ訴ナレバ未ダ著ノし／キ効紆ブルレ旭ノ、サレトセ決ノテ従前ノ比ニアラサルヲT．．

スノしナリ＿＝儲l闘。

維持論の1張点は、（了一人民竹誠の度介かい、つて日出教育は将来のことでl

渉教育は必要、耳地方税支弁を僻くと硯生徒は被告を受ける、「／柔・京都に必要な

功修利かできたので焼案にJ又対、・耳現今の私立学校は不充分、子弟を托しえ

ぬ、㊦地方税支弁による学校として従来とくらへて改革さかた、なとであっ

た。浜岡らほ北垣知事に近い立場にいたが、現状からいって、廃棄論はJl現実

的でかえって中学教育を解体してしまうと考えた。地方税支弁によって公教百

学校としての発展を主張していたのかとうかほ、地方税のヤl格をどうなるかに

かかわる。採決の結果、廃棄上．釦作成は16人て少数否決された。

二次全ては、外国人教師の俸給をめくって、日本人教帥か外国人教師かの．流

し胤があったが、とくに尊修科鎮2，926円30践（理学・心理哲学担当2人の教n

給料）に関して議論があった。浜岡は「本員等ノ中学校班ヲ維持セン所以′モ

ノノ、唯此項アリシノ二・ヨルノミ。抑此掛低利ナルモノハ実際緊要ノ実学㌢放最ス

′レモノナレハ、随テ又其教員モ実学二店ミタル高l尚ノモノヲ求メサルヲfrト1。

然ラハ其俸給モ亦相当′翫ヲ与へサルへカラス」とのべている。伊東は浜l司ら
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初摘府県議会における教育貴簡遜（典「旧

は専修科の利益功能のみに注目するか、「方今民間ノ情況甚夕不最気二シテ其

ノさ：・．ズヲ廃スルモノ少ナカラスト云フ」。ために尊低科に入る生徒は性か5名で、

3カ月後でも20名にもならない、と」一張した。減紆修正案は4名の獅戒で可決

された。普通教育と実業（学）教育に対する見解が知られる。そして二次会開

くべからず17名、開くべし41名となった。

（3）医学校費

医学校費の誹事経過はさきの表て′Jさしたか、4月8口上程、13日全廃建議可

決、15日再議建議可決、5月5日再議、全焼秦可決、27Jl知事再議指令、存続

建議荷札30口否決坪山閏申告可決、6月14日知事不認可、1＿務省裁定をまつ

旨告示。前年と同榊こ維持論、全焼。■†首が刈立・交甜】したか、］三要な見解をみて

みよう。

4月8日。「（この医学校は知事の独断でつくられたも町で不急のものであ

る。）人民ノ膏血ヨリナリグル地方税ヲ律サソトス′レハ甚ダ不同意ナリ」（吉井

省三）。「（14年度は変則医学校として存続したかこれは撃．．釦こしたかったもの

である。）目下民りノ情休／、昨年来因究フ栃メテ名状スべカラサ′L七／アリ（紺

持すへきでない）」（庶務）。「（中’f二校ても医・学校でも尺問私学を椚－ものの妨

パをなすものは反対である）」（伊東娘プ、）。「川年医学校紬は六千円に満たな

かったが本年は倍歓になった。）trノ貯陪ヲ推量セサルノ甚シキこアラスヤ」（森

溺）。これら廃棄論ては地方税重課人民′J三浦の現状は地方税支升を．．1きないと

した。原案餌成ないし修正論（6，624円を6，024円に滅領修正）は田中祈太郎を

小心に上張された。・：11成立過程で問題はあったか、叫14年度は変則学校にかえ

て維持することを議会が決めた、・耳医7校は絢牛ヒ必要で成る、旬医学校は設

侶J′、経理を製するので私立は無理てある、既存の掴酌医学校も維持か困難であ

る、∴ト医学校はむしろ打者に利益するものである。結局焼栗日加ま21名賛成で少

数否決された。

4月11日。三次全開否に関し伊東は、何．枚地方烏の卜で地方税支弁に頼るな

と「卑屈未練ノ考ヲナスヤ」、汎愛医学校はl甘釦したが抑渦酌医学校がある。

地方税支弁の本校の存和は私学校の発展を肋げろ。本校後継者は必ず布する、

柑こ地方税屯課に最早民力は堺えられねと‾主張した。rI仲i規太郎は、「民力和
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初期府県議会における教育費論議（奥田）

香ノ度」をとうして量るのか、「些少ノ地方税ヲ†成ン、淡・1もノ利害得失ヲ顧ミ

サルカ如キ」はとらない、医学校は中学校と同祝すへきでない、必ず後継者が

あるとして医学校を廃せんとするのは賛成できぬと反論している。採決では‾二

次会開くへからず（焼栗論）22名て少数否決、閲くべしを31名で可決した。

4月13日。医学校は有志者を得て継続さすへきて、地方税をもって永遠に保

持するなとには反対である（森務）。lF晩有志者で継続させるべきだが、そのた

め「諸器械等ノ、可成之ヲ十分二鮎へⅢカソコトヲ欲スノレナリ」（浜岡）。伊東は

地方税過重のため池方人民は子弟の教育を望みながら、実で封は子どもに子守り

をさせ牛馬代りの労役をさせる現状である。教育の拡掛こはまず地方税の過重

負担をなくすべきであると主張した。医学校渋各項目（俸給、給与、校興、営

繕費）は原案、修正案とも否決、ついで生徒費・旅典も否決のあと医学校蜜や全

廃の建議が出された（中村栄助）。この討議のなかで維持論の強力な］三張責て

あった田中源太郎は、「行政者卜議定者トノ間二於テ原案保護ノ依頼」かあっ

たとして廃案を主張した。浜岡先哲も「議故老及ビ施政者ノ間二於テ不都合ア

リシノコト」は「到底出自ナル議決ヲ見ルコト能／、サルべキヲ信スル」ゆえ廃

案に賛成するとした。要するに知事、府当局の圧迫懐柔的工作に対して「議政

老」として、一一iTした原案相成著も含めて心肺的に反発し、27名過半数の賛成

で廃案を決足したわけである。

4月14日。有誌、者が継続、維持しやすくするため医学校机助典を置きたいと

いう建議（中村栄助）は、浜岡も蝕茂主張したか、区町村教育補助費は「甲乙

丙有志輩ノ共立及ビ私立二掛ル学校群」を補助しえないとして、賛成名なく椚

滅した。

4月15日。再議の建議かあったか（西村七三郎）、田宮動は「討論審議日ヲ

移シ与論ノ帰着スル所即チ全焼ナルこ、今之ヲ再議セソ杯卜云フハ実二議会ヲ

軽視シ、1義ヲ破ノしモノナリ」と反対した。しかし民間継続著を見出し難いと

する維持論が多数で、再議すへしが39名過半数で可決した。

5月15日。再試医学校班第　一次会。口頭吉井省三は重ねて全廃を主張した。

西村ヒ二郎は民力に堪えずとして全焼が主張されるが、「欧米各国ノ文明祉会

ニ於テノ、学校杯へ大底人民ノ私立ナリト。去レトモ我国ノ、恐ラグハ末夕欧米各
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初期府県議会における教育費論議（奥田）

国ノ文明二及ハスト。然ラノ、今日手離ンスル邪／、実二閥「l－シト信ス」。汎愛は

閉顕したし洞的医学校もやっと維持している。区部でもそうだし郡部では私立

医学校設立の気8刺まない。「勿論人智ノl刑達スル二際テハ人民自治二任放スへ

キモ今ロノ場合二於テ／、末ダ其気二進マス」。監獄焼失再建築費の地方税負担

はたえ難いが、当年は地方税を支弁したいとのべた。伊東絹夫は廃棄主張は勿

論民カニ堪え難いためであるが、「今日ノ如ク民智ノ進歩セル時こ際ンテ足早地

方税ヲ之ヲ保護セサルトモ人民ノ「】治二什カノ民間二継続センムルモ可ナリ」。

資本金22，000円をもつ継続者もいる、若干の補助金を出せほ3年を出ずに完全

な結果をうるとキ張した。中村栄助は監獄焼失事件により教育熱が圧迫される

が「方今文運ノ祐隆盛ナルニ際シ、医学校法律学校ノ如キノ、遂々尺問二私立セ

ルモノ7ラント思フナリ」とし、松本金兵紬は「今、社会進歩ヲ察スルニ方今

ノ場合ニテ′、最■lL教育1拝業ノ＼断然有志瑛二任放ンテ可ナリト思フ」とのへてい

る。白山教育論が広く浸透している様子かみられる。全焼説か40、過半数で可

決された。

後述する小学校費の全廃とこの医学校則全廃決議忙対し、北極知姉は再議を

指示した。5月27日の市議第・次会では凹中源太郎の再議建議を27票で否決

し、5月30日、医学校把否決掛目開中書を可決し、最終的に知事の指示を拒否

した。6月14日開会日に知事はこの府会決議を認可せず、l＿務省の裁定をまつ

旨の告示発言を行った。経過はこのようであるが、市議審議における工要な発

言をあげておこう。

町耶邦ではl相巾か少ない。「医学校ヲ盛大ニシテ良医プ花′l」すへきだ。継料■。署もない。

今年は地方税で維持せエ（大槻藤右柵門）。

り師車が．議会を■陸捜し議会を路側する恥「此極一一至ルハ実二遺憾二上．Uへ－リごルナリ」〔仰

謀僕夫）。

D医学校は人民に什放する条件はたい。中学校は廃棄するもけ、・’7校は1L′てざるをえない

（川中源太郎）。

D医学校は人罠で維持し、地力税のn担な峠くすへきてある。継続者あるに的らず、1

万日余の「甘担ヲ巾グセントノ、抑モ何ソヤ」（伊根値入）。

○緋摘一己というも医ノ’ユ′校の資材を継続させるのみて、′上＿徒の教育を維持するものではな

い。聞校は管下の利に反す。今1年継続したい（田中源太郎）。

。「廃案卜議決センハ．漁場ノ与論二テ　一人ノ論に非ス。然ラ／、．議会ノ決i．ま昼／、人用一シテ
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初期府県議会における教育費論議（奥閏）

軽々こ動ス可カラス。…‥本員／、Jl議会ノ体面ヲ失7弊ヲ恐ル。過口既二建議アリタレド

モ彗成者ナク否決シテI－ィ！ンタル二、文厚譲二廿セラレチコリ今日二至ルてテ否決セシフ

ノLJ九番ノ建議ニテ成1■とツト云フハ宍こ議会ノ精神椰定セザルパ二テ探ク．．義会／為メニ伴

ムト」（伊藤侍大）。

OL矢ヰ巾校は地方税多衝に旭たぎるため廃基になった。「一月施渠ノテ上！1セシ上ハ再

議スペキノ叩アルナノ」（中村栄助JU

否決理由閲中吉はつぎのようである。

医学校里香一束引用11川中．1！

抑モ本会二於テ医学校典フ否決スルハ敢テ医て■り無用視ノ不急視ンタルニアラス。一ハ

以テ教育ハL・J成肋放任スノLノ‾に旨卜、一・ハ地方税ノ年　年ヨり増加ン殆ント帰へ難キノ場
（77）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ママ）

令二重ルトニ新関スルナリ。夫レ漁育フ完全二シーl分二維持セントスル／、岡ヨリ其椚用二

上．ほユル■咄ハス。減少二減少ヲ加工封r■Fカニ保作スレノ、Jt結果タル復夕日汀．7ス′しヲ待タズシ

テ知ルへ／。呪ソヤ本年之ヲ廃七「／ごレノ、来年復之ヲ庵－ヒントスルノ景況巳二発現ンタルニ

於テヲヤ。然′しこ弧テ之ヲ本年ノミ保存スルハ教育1得策ニアラ」ノーノしヲ伝ス。日ソ肘1、既

二私党医学校ヲ闇放スルモノアレハ本年庵應スルモ何州LrけJ之7＝フソ。側カニ聞ク木葉ノ

前会二於テ否決ナルヤ、伯下着志′土用才1校ナラン雄1用■．三、内心協

的ヲ立テ継続ヲ乞7ノ企望アルれ　コレムシ本会ノ息ヲ付度スルキノ

カンテ之力紺持／rl
（テ矢）
ニン当二然ルへキモ

ノナリ。本会二於テモ同一7リ「比ヲ型ム二アラズ。カlトムfr了サレハナリ。ノヾレ然り是ヲ以

テ今後医学二熱心ノl一及数行l二多年粁験アル予トニ／ナ或ハ数人申合七将来′維持ヲ成一／一

／ト箭7着7ラハ之二継続ヲ任スルハ本会ノ諦志ナリ。請フ閣下本会意見′都ル所リ1．虹ヒ

ラレンコトヲ。此段医学校択＃律ノ理「川洞中二及ヒ候軋

京都府会議長田中源太郎代打

京都府会剥．．花‡く　LJ林＝＿　＿郎

京郡的加草北垣国道殿

再議での廃棄、維持輔．論では特に新しい論点はないが、府知事の再議指示に

対し、議会の主体性を強調してそれを批判する見解か　立っている。

（4）中学校費－Ⅱ

医学校沼の最終的否決のあと、5月5日中学校粥の審議がつづけちれた。刷

点のいくつかを記しておく。

医学校は継続者かあるということであるが、継続者のない中学校のJ克棄説は

承服できぬ（浜岡光哲）。医学校廃止と権衡をとるため中学校宝等廃棄を主張す

る（中村栄助）。廃棄により「京都府ノ教育ハ全ク地二魁チ‖l丁は‡ノ社会ヲ規仙

スルコト知′しベキナリ」（浜㈹光督）。医学と中学の挿衝からいって中学を和す
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初期府英議会における教育費論談（奥田）

る道理がない、中学継続者は必ずある。「若ン学部ノ隆盛ヲ希図スルナレノ、寧

日之ヲ廃棄スルモ決テ非汎用ヲ地方税二支弁スベカラストス」（吉井省三）。廃

熱こ反対であったが医学校を廃案にしたので中学校も廃案すべし（大悦藤右循

門）。こうした．．寸話のあと再議して焼栗をきめたいという建議が36名過半数で

可決され、再議・次会が閃かれた。ここても論点の繰返しか多かったが「八十

余万人ノ魚卵スル地方税ヲ以テスラ維持スル能ノ、ストスルこ、安ソゾ一、二有

志者ノ之ヲ維持スルヲ得ペナンヤ」、彗fろ地方税によって維持すへし（石川三郎

介）、なとの定見や来年は廃棄説か一丁別売まるので本年廃案の方か可、などの

発言もあった。浜岡光桁はHt教育上ノ那ヲ論スルモノ／、甚夕稀こノテ」、医

学校との権衡，言行とか監獄署の関係で焼栗したいとするなど教育論なく議論され

ていると批判している。廃棄論は「中学校ヲノテ廃滅二帰セントイフニノ、アラ

スシテ、之ヲ人民′n治二番セントスルニ外ナラズ」（若し仙造）の発言もあ

った。採決の結果、二次会闘くべからすが33票で過半数で巾学校盤の廃案か決

まった。伊東保夫は「議決ノ精神」を明らかにするため、矧イⅠ告の作成を捉起

し了承された。

5月19日の府会で浜岡光刊は小甘校′1二徒十中ノく、とは区部の子弟であるから

中、J′：校を区部で維持したい旨建議したが、45名の反対でイく採用になった。5月

20日は次の中学校廃寮理由ル汽寸試された。

理　山

本案ヲ議定セン旨趣ハ医学中学等ノ■拝業ヲ以テ無用視ンナ之ヲ焼栗七ノr欲スルモノこ

アラス。尺州ク聞達ンテ人ぺノ教育ノ人′Ⅰ＿二必嬰ブルコトヲ知√／、政テ基増刊ヲ地方

税二仰カサルモ有志書ノ之ヲ出校維持スルアノLヲ†．濾いルヲ以テ、其従来公1㌧タリンヲ政

ノテ以来之ヲ私1■rニ潜へ、仝ク彼レ二代放七ノト欲スルナ県っ禁レトモ此二学校ヲ維持ス

ル二ノ、多懲ノ費金ヲ要七サレハ扶目的ヲ迅セシムルコト値ハサノしへナレハ、∫】裁会ヨリハ之

二対ノテ椚当′補助ヲナン邦「l的ヲ合力ウノノントス。．．■77催「F其刊行り明祭ンテ速力二

是∵認可ノで二該議案ヲ発セラレン‘コトヲ1、此段全会ノノー3見ヲ以テ粥川l上巾仕儀出。

捕助県をめくって、焼案したものてあるが府会か補助金支弁を議決する椛が

ある（森務）、廃案した以卜は補助金を支給せず（石川l二郎介）などの意見の

あと上記の文両を決めている。また理山コ‡をそえるか否かについても討論があ

ったが浅田良秀の発言を紹介しておこう。「今人世急須ナル医学校及ヒ中学校
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初期府県議会における教育費論議（奥田）

ヲ廃棄スルノ、落涙二堪エザルナリ。斯ク緊要丁／レ教育相生二関係スル学校ヲ焼

スルトキノ、、成程其軌11こ1‡ヲ添ユルへキナレト刊尭棄二議決セシノ、「1然当場ノ

与論ニテ決定セリ。然ラハ只今ハ寧口理1由こliヲ添こしサルヲ可ナリト考7ルナ

リ」。∴次会閃くへからすが35名で可決され、中学校把焼魔か決定した。

l一日抱の経過表で示したように北垣知勤ま再試を指令した。5月26日再議か行

われた。浜岡光所は重ねて区部で維持する方法を建議した。これに対し、医学・

中学を廃棄したのほ郡部議員のみでなく区部議員も合わせて議決したのだから

区部のみで維持には反対である（石川二郎）。また「中学校錯ヲ廃棄セン／、柾丞

精神ノ異ナルアリト糀モ、結局朝子．幣」‾ノ如キ細民ノ布血ヲ液へ、府下庶艮

ヲ常シメソコトヲ供レ…・‥本場ノ与論ニテ揃ク全廃ニケ．1着セリ‥・単二区部ノ

ミノ貞担トナスコトニ決シナハ′戸■」ソ区部限り嫡子．llJTノ廿血ヲ絞ルモ隣着セス

トノ人民ノ疑ヒヲ醸生スルコトヲ柑ソヤ」の発言もあった（西村ヒ‾二郎）。浜

岡は巧謝こなったうえは府会維持か区冊†Ⅰ描かを改めて決めたいとして「獅小

一層其精神ヲ穿ツこ、中学校ヲ官立学校卜見認ラレソヨリ斯ク意見ヲ提出セラ

ルナラソ。去レトモ彼／、協同学校ニシテ八十万人ノ所見ヲ以テ常m委員／、容曝

スルコトヲ符ルナリ」とのへている。区部で維持の建議は42名の反対で椚滅し

た。

再議での論議の中心は知部の再議指令そのものについての批判であった。

「本案二対ゾテノ持論ハ民カニ横へサルノー一・点二原キ、之レヲ全焼セ／前会′

議決タルヤ仮令不完全ナル二七七ヨ、府知事ノ再議セコトノ　▲指令二拠り今前

会′意見ヲ矯メ前主義ヲ変更スルコト恍ノ、ズ。加之吾人／、l沌議決ヲ不充分卜祝

日思メス。然ルニ今之ヲ不当ナりトテ再議ニィ、J七ウル、ハ我輩議員／＼其意′イjス
（、7）

′レ所ヲ知ラズ、イカニ法律7レハ辻、揃ク議決ヲ噸視セラノしノL Fキノ、遺憾こ附

へザルナリ」（吉井省三）。「番外一番雨森六等は」は「決シテ議権ヲ憧ンノぺト

ム7こアラス」実際を考心して議決されたいという意味だと説明した。再．一歳の

指令かないときは再議の建議を考えていたという見解もあった（吉川吉兵柏）。

伊東保夫は府県会規別により再議に付されたが、再議指令は容易に行うへきて

ない。知事の指向に左右されてはいけないとのべ、ナHl省三はまた、「此昔ノ

如キ／＼全会ノ意見既二不可ナリトシテJ光来セシモノナル二、知邪ノ之ヲ認可七
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初期府県議会における教育費諭遜（奥m）

サリシノ、本員甚夕不明ナリ。抑モ此議場ハ府下ノし「余万人民ノ惣代力相集令セ

シモノナレハ其議決セシ所／、即ノし「余万ノ意見ナリト調ノ、サルヲ得ザルナリ。

然ルニ知新ノ之ヲ認可セサルトテ之ヲ再議スルカかキノ・jけりテ／、議会ノ決議

／、実こ軽々祝セラルルニ至ルヤ知／しベキナリ」とのへた。また／IJ一番説（．川

省‾ミ）を支持する「凡ソ会議ノ精神ノ如キノ、左様二時々変転スべキモノニアラ

ス」（中村栄助）の発言もあった。勿論再議指令の批判だけでなく、すでにの

へたような維持説・廃棄説か入り交じったが、二次会開くへしが30栗で過半数

により可決された。

5月27口再議第二次会では要員付r．t修正建議か可決され、301］の府会で修正

嚢中、専修村費（ユ，991円30銭）を削除して可決した。そしてここでも三次会

の聞否をめくって繰返し維持・焼栗説が対立した。医はとんな細民にも診療・

治療を受ける幸福を与えるか、「中学ノ如キ／、其辛福ヲ受ルコト甚夕遅ノ」、本

年は中学校を廃し医学校を維持する見込であった、医学校を廃し中学校を維持

するのは不権衡である（木村源次郎）。瑚室料の削除は　H］学ヲ功無キモノト

スル故」中学は焼棄すべきである（松木金兵衛）。当年は地方税で維持しい分

の準備をした上で民間に渡すへきだ、車道開さく等には金を出すが中学校に出

さぬのはおかしい（西村七二郎）。医rl1倍衝については、「直接二幸福ヲ受ルト

否トニ至ノテノ、彼紺11乙論ス可カラス。中学ヲ以テ第　一トナスモ可ナラン。何

トナレハ人智ヲ開キ材カヲ益スル者ノ、学二非サレハl洞益スル縫ノ、ス。医／、疾病

アレ／、直接診療治療ヲ受ル二止てルノミ。只雌カニ、】幸福ワ受ルノこも緩アルノミ

こ／テ権衡適当不適当ヲ以テ論ヲ立ツ可ラス」（洩江l良秀）などの．．寸諭があっ

た。三次全開否について賛否数の数え違いなどがあって混乱したが開会を否決

し、6月13日の審議で二次会決議「中学校費十五年度二於テ地方税ヲ以テ支弁

七サルニ困り将来維持保存スキ相当ノ方法ヲ．没ク′し継続老ノアラサルトキハ府

庁二於テ別途方法ヲ設万‾該校ヲ継続スルモノトス」（府号外議案）を矧J揖5て

＝丁決した。伊東種夫は「行かしヲ附けこ於テ別途方法ヲ設ケ維持シテモラフ杯ノ、

甚イ都合ナリ。此／如グ議会ノ精神確然ナウサル故、新l川ニチモ議会ヲ軌畏ス

′L等キアリ、妾以テ糀神ヲ述躍ク」とのへ、また「・ll′、声校ハ自由教育二為シク

キ為メ廃ス′しナリ。而ルこ二次会決議ノ通りニス′Llキノ、腐スル」＿旨二背違シ
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初主調府県議会における教育費論議（奥田）

不郁合ナリ」（吉「桐喜内）なとの意見は少数で上のように決議され　中学校費

の焼乗が粘荊した。前述したように15年度は寄附金その他で中学校が維持され

六二。

5　まとめ－自由民権期の教育費論言義

以上一、明治13年および］＿に明治14・15年の京都府会での教育班議案の審議経

過をやや詳細にみてきた。両年の中学校典、医ギ■枚典、師範学校出の一次、二

次、三次会のそれぞれの段椚ての．論点を紹介し、また採決での票数などもみて

おいた。それぞれのところで論点の意味も考えてきたか、全休を通してまとめ

てみたい。

14・15年とも師範学校紬こついては、2、3の議案項目こついての減鶴修正

はされたか、原案がほぼ賛成されている。この時川、「学制」から教育令さら

に改正教育令と教育政策と学校制度の改変がすすんだか、区、郡とも民費、協

議門による町村小学校の雄心かすすも、初等教育の必要性は　一・般的に了解さ

れ、そのための教師鶉戒の印材、ブ■校靴について異論はなかったからであると考

えられる。

11学校腔、医学校押こついては、13隼（医学校招のみ）および14・15両年と

む施薬論、維持論がするどく対立して、前述のように、15年には両校門とも、

加邪の再議指令をけって全焼を議決した。

廃棄論は伊東傭兵（茂吉郡週刊）、西JJ儀延（同）、吉廿省三（宇治那）、中村

栄助（ド京）なとか中心となって主服された。その論点を再度要約すれば次

のくtうである。（1）医学校は13年度より中学校は14年度より地方税支弁になった

か、府艮とくに細民（「嫡子馬丁」）は地方税の増徴負担に那Aカれない。地

方税を軽減するため、その支弁をやめ両校を廃棄したい。廃棄論の第1の軌Jl

は地方税過重負担であった。（封これまでの「官立」の中学校は成果をあげてい

ない。廃棄後は適当な継続者により私立学校として発展させうる。「人民智誠

の闘進」により民間の力で中、医学校を経営しうる。外国近代は教育はみな民

問ですすめている。中学の維持を地方税に仰く必要はない。中学は中等以上の

資産の子弟ゆえ民間の力で学校を建づ：iLうる。地方税支弁をつつけると民間の
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白山発展を阻害する。廃棄して民間継続者にまかせるへぎである。（3）京酌二は

同志社のごとき私立学校、また洲酌医学校なとがある。地方税によってlい・医

校を維持することは、私立学校の発展を邪魔することになる。

維持論は浜岡先哲（卜京）、田中源太郎（下京）、酬1日二三郎（南桑）なとか

中心に論じた。小中学校は創始時にくらべ進んできている。これまで「官吏」

によって弟務と教育が合体していたか、地方税支弁により、甘吏の助けを侶り

ずに行えるようになった。柑低利もつくられた。「ユ’川の中学」ならしめたい。

（2）中学も医学校とも私立学校の設備は悪く子弟の教育を托せない。設備の要す

る医学校は到底民間では支えられない。（3）府会で審議できる地方税による中、

医校であるから村民は逓翻こ関与しうる。審議権を有する地方税によってこそ

充実した中学校はつくれる。川地方税正課といってもその度合は計りえない。

（5）民間の実態は「入代智識開進」とはいい難い。

こうした両論の立場で審議されたが、その週種では、昨年は廃棄論をとり、

今年は維持説をとなえるなとあり、また維持論の中心であった浜岡、田中か焼

栗説に災成するなど立場の入れ替りなどもみられたが、前述のように15年度は

2度に亘って中臣l■rj校の焼栗を議決した。

廃棄論の中心の伊東睦夫は西川義延、111官勇らとともに綴喜郡を拠点とする

日直民権運動に参加した。1880（明治13）年12月振出した沢辺正修らの国紆ぷ

法建白書に署名し、また同年南山義塾の創掛こ参加、さらに1882（明糾5）年

2月大阪で創立された「立道政党」に入党している。廃棄論は南山城のLl山民

権派を中心として風力に＿1張され、教育糟審議のト導を荷ったわけである。す

でにのべたように自由民権運動では、県立Lll学校を廃棄し民権学準の発展をめ

ざす自由教育論というべき中等教育構想をもっていたか、伊東らの廃棄論はこ

れらと連動している。点都ではすでに丹後の天橋義鍋の発根があり、南山城で

は1877（明治10）年にT∴瀾家塾か田辺村に開校さかそれをl打身として、1881（明

治14）年8月に伊東らも発起人となって而‥r義すかか‾三山木柚こ関学している。

「自由主義ヲ以テ人材ヲ教育／同胞人民′知識ヲ開発ン公共ノ福祉ヲ増射スル」

（軌⊥儀錮t則）を守†的として修業年l根2年半、生徒数50数名（1883、錮年）

を数える中等教育機関として城北している。伊東らほこうした“仁川1教育，，を
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廿指して、地方税支弁の府立中学校の廃棄を主張したといえよう。それは同時

に、地方官の教育二1二沙（支配）を強調していた杭村正直知事が1880（明治13）

年「浮薄民権主張之私塾ヲ抑制之一一術」として、丹後と丹波に府立中学校の設

立案をつくったが、当然こうした地方官の教育支配をjJl除することか、頁の

教育の発展と把えたからであろう。また、府立中学校の財政をなす地方税か

「甘」の民衆収奪の税であり、議会の評議を経るとはいえ、その収支運営は専

ら府知事にあることから、地方税支弁学校に批判を加えたともいってよい。そ

して同時にその背景にそうした批判をなしうる「人民智誠の閑進」に信を超い

たものてあるともいえよう。審議の中で廃棄後の継紋章の見通しが問われるこ

とか優々あったか、それには明確に答えられない状況があった。府立中学校と

天柄義範、南Ill義朝を設備・規模をくらへるとその差が歴然としているが、そ

れを焼栗して、それにかわれそうな私党学校を建営する具体方策か提示できな

かった。その点廃棄説は抽象的、ユートピア的性格を帯びたことは否めない。

浜岡光粥を先頭とする維持論の中心点は、議会か審議権をもつ地方税で従米

の「官」立の中学校をr7モ正の中学」に発展させうるとしたところにあろう。

私立学校建頂の財政的その他の困難さから、府立学校を発展させることが現実

的であるとしたわけである。もちろんこの場合地方税の性格認識がかかわるが、

浜岡らは必ずしも過重とはみていない。焼栗論に対して維持論の方か実際的で

あったといえる。両論とも教育内容にわたる議論を展開していないか、医学校

はもちろん、中学校専修科をめくるH、」議でも知られるように、「実学」¶人民

智識社会闘進のための教育の必要がいわれていて、改正教育令前後強化される

天皇制国家∃二義イテオロキー教育の片爛丑そこにはみられない。

浜岡や口中は北垣国道知事との結びつきは強く（先述）、1年後の1884（明

治17）年、亀岡の應科義塾の設立名（明治12年8月）である田中源太郎の巧み

な周施により、府郡部会に灘倒、向Ill両義塾の寄附申出、郡部3中学校設立の

建議か出され可決されることになる（「資金ノ貧弱な現在の義塾を存続させる

より土地建物を府に寄例して府立中学校を設立する方がよい」とする建議）。

こうして1884（明治17）年9月天橋義塾も土地建物を寄机して南・北の両義卑し

は消減し、官排・三日l木・亀岡三中学校が設立されるが、1880（明治19）年7
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月三中学校は焼山され、改称された府立京耶中学校のみ残ることとなる。

（199012．20）

〔注〕

（1）本lLl単位rl⊃明治rl糾明学校成1■／史』（196的、未来封）。

（2）文澗省『学制‾百年史』（昭利47年刊）210ノ、－∵／。

（3）同上、211へ－ジ。

（4）【百日、216へ－ジ。

（5）『ぶ都府誌』（上）（人lE4イド刊）、夫し郡村数再会編摂口1歳都府教育史』上（昭聞≠5

年10JJ刊）、衣≠安－た■摘尋『嘉都府の教育史』等による。

（6）『京郡府口勺の資利』（五）教育、173べ－ソ。

（7）以下は‾1に掛目武夫『「l本地プJ財政制度の成1一／」（昭和1㍍「、岩波．1裾i）、吉岡健

次『R木地方財政史』（1981年、東大出版会）による。

（8）同上、LJll昂］挺次『日本地方別政史』5ノ＼－ノ。

（9）藤田武夫『日赤地方朋政制度の成止』74へ－∵／宣

（10）『京都府訟』（」）172－176ページ。

（11）この両．議員のはか、ここで以下論．議に加わった主な議Hの羅惟な『京都府脛代議

jl録』（1955年川）に上りまとめて注．1己しておく。

西川義延1848（嘉水元）年生、綴喜郡、四川家は才Ⅰ持内の大地主、小竹原長道、

沢辺」E傭らと．．【って明治10年盃啓家基を起し、明治14年南‥儀塾創設に参加、「立

憲政党」に加盟しなかったが民権運動で活躍、明治1昨3月凧舐、明治13、14年に

府会で北垣知畑と対立、指獅勺役割を果す。明治15～22年綴喜郡良など歴任。私議

再選後明治25年第2回総選挙で当選。

伊醐撞犬1849（粛永2）年′上、鉛淵；、沢辺lE帽と交り西川義延らと尺権運動

に加わった。明治1㍍I稲川憾超せ起し初代社長となる。明治12年3月府議に選出

され、明治22年12月まて在汀。郡部会札．封など歴任。町ばば年約1回衆院議員彗

過。第2回総選挙に放れて以来、まとして実業界で活動。円本製茶輸出会社社長、

伏見銀行頭取など歴任。）

田宮　勇1846〔弘化：i）年生、綴揖郡、父は禁押倒料南山城24カ別紙汎明治

12－27年まで府議在任、明治13勺綴喜那日山懇親会組織、南山ぷ塾発起人、明治27

年第3回総選挙で当選。明治28年死去。

吉井省三1825（克■．弓永5）年生、宇治郡、父は両村郷士、明治くり1二四野村戸長、

明治13年宇治久世綴喜郡連合製茶会日義止。村会、郡会で活動。

中村栄助1849（五・F永2年）生、下京、父の池仲r潤をっぎ、のち鰹節商を専ら

にする。明治14～23年府髄在任。明治23年衆院議に当選。明約25－31年府議、明治

23～35年8月衆院日長鉦京都iE醗その他会社屯役、明治1〔一年洗礼をうけ同志社社

貝。明治30年代より政・財界から離れ民間伝道に従小。
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森　務1851日．・．永4）午′1、南桑m郡、明治12年村議、明治15年辞任。榔斜2

咋机M棚罠鞄設立に俣持。のち下川呪兢tl、愛是、上野部告記等歴作。

浜岡光粁1853（朋（6）咋′i二、【甜才、生家は入党寺町l。明治4年京都新紺

発刊‡l五、のち中外指揮と改題、明治1机「1出新聞発刊、明治35年まで什f㌔l町治

1し）てト京都商i一振れ．甘立疏取、点排紙軌l購鉄道など取締役、別治14－22年軋．ノ言。

11m台と咋～人正3咋衆院訪れ。『浜岡光郡翁七十咋史』（昭和4年刊）あり。

皿中朝太1まけ185：HJ；「．永（｝）隼隼、l祢桑川郡、父の代触畔明′　ので邦家。明泊

12咋8JJ恐科長塾設、ン、明治13－2的府と誠。明治15年3月雛3代府会．．如く、州台23

年衆院ぷ五月明治2がJ2月京椰公民会を蘇．－．碇。明治30年0月多循納税者互選にてこr）

貴族院目釘l。京郡に燈その他役爪。ノ、正11て卜4月列7ミ了車故で死去。『田中隙太郎箔

伝』（昭和り年刊）あり。

田辺イ言成1853（嘉永りすfl、久世批淀藩］二の家に／【rれ、臓藩後相投。明治

13年㈲乱地力税氾徴布路が件で知・J欄．掛こ清脛。明治14年賦■朋怖甘記、以後肴郡

長歴任、教育会久世耶部会長歴任。

山木北馬1828（文政11）年狂，分野蔽＝卜の長男に作る。1864（元治1）年藩主

松平苓保に払って上洛、鳥羽伏見の戦で捕えられる。この頃失明。明治2年京都府

顧問、椙村山冊侶iを叛けて府抽政に蓼匡帖明治8年新局粟とともに同志社創立。

明治12年府議、初代議長。明治25il二65才で死去。

古川舌兵術1838（天保9）勺稚、‾涼。疋公締、方摘製瓦会祉、洋紙店経営。

明治14～明治32年府．遇。′う1年府会副議長。

西村七三郎1852（嘉永5）年∠l、＿卜云ミ。質臥iモ物業。明治1二卜22年府議、明

治22～25年市払明治15年京都商工会議所側会最、京都電位会社設立に加わり明治

23年祉長。

松本金兵術1机0（天保11）牛丼、相楽拙。罠、明治5年小寺村戸上く。明治1鈎

府議、明治15年相対挿長。明治23～27年府．議。

大槻磁石術門1850（嘉永‘り午年、何掛損。酒造業。明治15～22年鳳議。明治

22年綾部」会議貢、町会．儀艮　撤ア神町最。明治咋耶足製桔会祉設立、取締役。

石川三郎介1846（弘化3）年生、与謝郡。、、油閥。明治8年天下り地価決定

反対で凶旺咽慄非で人才．武。明治12～27年府議。2珂三加代加悦叫良。明治烈年第上回

総選挙に自由党より出馬したが、落選。

掛目正造1846（弘化3）年址、蔦野郡。出、l邦酎2～23年府乱l邦台22年貢祢

公民会結成に際し櫛議員。明治38～40年再度府議。明治40年京都†情義。

浅田良秀1郎3（冨永6）年生、」二ふk明治9年明光苛住職をつく。明治15～20

年府議。

木村源次郎1855（安政2）年生、上京。呉服商、明治15～19年府議。

古田琵内1850（冨永3）年生、最書郡。農、明治12年戸長役場畢生、悶会開設

運動に参加。明治13年、居村大住村に愛民義墾創設。明治13～15年、25年府議。明
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治14年立憲政脚こ蓼臥24年大住村長、明治21年奈良鉄道会社創立発起、取締役。

（12）原田久美子礪祇運動期の地方議会一明治13年京都和こおける地方税追徴布達却

件‾」・『日本史研究』38号、1958年9月，同「明治1岬の地方議会と人民の動向」、

和本史研究』57号、1961年1UJ。

（13）『京都府全決議及議録事』明治十二年。以下論議内容はこれによる。

（14）『方し都府通常贈、区臥郡部全決議録』全　明治十m年。

（15）椋都府通瑞府会議撮事』明治一日当年。以下論議に関してはこれによる。

（16）国民教育研究所「日巾艮柿運動と教育」研究会鋸柑由民権運動と教育』（1984

年刊）他。

（17）117鵬、原Hl久美子「明沿14年の地方．遮会と人民の動向」、川本史研究』57号、

1961年11月。

（18）『求都府百年の沼軋日．－　教育編、97～99ページ。

（19）北垣国道（日誌）陀海』（写重版）府立獅斗館所蔵。多口数をかけて学校巡視を

精力的に行っている。

（20）京都府編『京都府会沿革志』（明治30年11月刊）に「附記　中学校ノ、比後東西本

醐寺ノ願ニヨリ同寺ヨリ毎年各金三千五百円宛ヲ納メシメ、共他資本利子卜授業料

卜凡金千四百円内外ヲ合シテ之ヲ維持スルロトナリ」とある（367ページ）。

（21）『京那f通瑞府会議針等』（明治十7L牛）により作此また、以下の審議過符や発

rlはすべてこれによる。また「理由閲中書」も同「長和」による。

（22）『近代口本教育論艶』2『社会運動と教育』（1969）解説、17ページ。また公靴に

よる控血教育学校設立を斗猥する「弧迫教育」論もあった。

（23）■別路Hは1881（明治14）年7月の「「い学校通則」て、一群針隼雄lの代りに土地の

状況により文・即・農・‾「・病など刺貴くことができるときかた。

（24）北垣知事と浜岡光督、訃l－源太郎らとの関係が密接だ一つたことは、注（19）『l堪海』

にみられる。

（25）『田辺町近世近代汗料集』（昭和62年刊）607－624ページ。拙稿「「仙l城の近世・

近代一民衆史の視点－」、『京都地域研究』5弓、1989年12月。

（26）前掲、原田久美子、注（12）（17）論文参照。

（27）『京都府百年の牛糞』五　教育桐、86ページ。

（28）巾学校凹は注（20）のように明治15年度は菓西本願寺よりの寄附金を小心に維持さ

れたが、明治16、17、18、19年度は区部地方税支弁となった。郡部3中学校は、明

治17、18、19年度は川部地方税で維持された（17年度12，000円一各校4，0（氾円、18

年度7，981円69銭一三山木中学校費2，721円23銭、亀岡同2，579円33銭、宮津同2，681

日64銭一、19年度7，564r■抒0銭）。3中学校廃止により、明治20年度は区耶合一、府

班で京都中学校暦が支出された（前掲『京都府会沿革志』）。
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